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１．施策の目的等

２．事業費・人件費等の推移

３．指標実績の推移等

施策を取り巻く現
況や市民ニーズ

等

　管内における火災は、放火（疑いを含む。）によるものが最も多く発生しています。また、超高齢社会を迎え、住宅火災
等による高齢者の被害が増加傾向にあることから、住宅火災の低減を図るため、ホームページ等での広報や単身高齢
者世帯へ郵便受けに投函する形による防火訪問を通して、住民の防火意識の向上を推進しています。
　一方で、消防法令違反が潜在する建物や危険物施設等では、火災の発生や被害の拡大が危惧されていることから、
高齢者福祉施設や飲食店など多数の人が出入りする建物及び危険物施設等における火災予防対策について、年間
査察計画を策定し、効果的な査察を実施することにより火災予防対策を推進しています。
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施策の目的

　火災の発生や火災による人的・物的被害を低減するために、住民に対する効果的な火災予防の普及啓発を推進し、
防火意識の高揚を図るとともに、高齢者福祉施設や飲食店など多数の人が出入りする建物及び危険物施設等におけ
る火災予防対策を推進することを目的としています。
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４．施策の評価

今後の課題

①火災予防事業では、予防業務に熟達した職員や予防技術資格者の定年退職に伴い、予防技術の低下や予防技術資格者の減少が危惧
される。また、住宅用火災警報器は、設置義務化から10年以上が経過しているため、適切な維持管理（電池切れや故障等）について市民に
呼び掛けていく必要がある。
②火災原因調査事業では、経験豊富な職員の退職などにより、火災調査技術の低下が懸念されており、若年層職員への調査技術・知識の
伝承など、人材を育成していく必要がある。また、火災原因究明率の向上を目的とした調査員の専従化について研究する必要がある。
③消防同意・査察事業では、法令違反のある防火対象物の是正率向上に向けた取組として、査察指導員の知識、技術の向上や効果的な
査察の実施など、予防査察体制の充実・強化を図る必要がある。
④保安事業では、火災の発生や火災による人的・物的被害を低減するために、軽微な違反を含め危険物施設等の違反率を0%とする必要が
ある。

今後の展開

①火災予防事業では、予防業務の適切な執行や高度化を図るため、予防技術資格者を計画的に育成していく。また、継続的な火災予防広
報を実施し、住宅用火災警報器の電池切れによる交換や適切な維持管理の推進に努める。
②火災原因調査事業では、高い火災原因究明率を維持するため、研修会の内容の見直しを行い、職員の火災調査に対する知識や技術の
向上を図る。
③消防同意・査察事業では、人命の危険性が高い特定防火対象物の違反是正を最優先し、予防査察体制の充実・強化を図る。
④保安事業では、危険物施設等における事故、火災等の重大性を認識し、施設の法令違反ゼロに向けた査察を実施するなど火災予防体
制を推進する。

指標の分析

　出火率については目標値である2.6件に対し2.2件となっており、これは全国平均の3.1件と比較しても低い値となっているが、今後も継続し
て火災予防対策を推進していく必要がある。

①火災予防事業では、火災予防対策として埼玉西武ライオンズの選手をモデルとした火災予防ポスターを4,100枚作成し、管内の事業所、
自治会及び公共施設に配布した。また、単身高齢者宅2,305世帯に、防火冊子等の住宅防火普及啓発品を配布したほか、火災予防運動期
間中に商業施設等で、住宅用火災警報器の設置普及の広報を行うなど、地域住民の防火意識の高揚を図った。令和6年中の本組合管内の
出火率は2.2件となっており、全国平均の3.1件と比較して低い値となった。
②火災原因調査事業では、169件の火災について調査を実施した。予防課が火災調査時に実地指導を実施したほか、火災調査指導員研
修会を開催し、調査技術の向上を図った。（2回：109人）
③消防同意・査察事業では、691件の消防同意を行ったほか、2,447件の査察を実施した。また、予防課が査察指導員研修会を開催し、査察
の知識及び技術の向上を図った。（1回：56人）
④保安事業では、危険物等の貯蔵・取扱いについて、838件の申請・届出を処理したほか、危険物製造所等に対し590件の査察を実施した。

これまでの主な取組と成果



５．構成事務事業の評価

構成事務事業の
適応性

　各構成事務事業の取組は、高齢者の増加、商業施設等における利用形態の多様化及び新たな技術開発に伴う製品に
よる複雑な出火原因等に対し一定の効果が表れており、その適応性は高いものと評価する。
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